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概要

平成 24年度に、住宅用太陽光発電システムが設置された建物火災を対象として、太陽光発電システムの消防

活動時における危険性の把握及び危険回避方策について検証を実施した。その結果、複数枚の太陽電池モジュ

ールの集合体(以下 fアレイ j という)及び 1枚の太陽電池モジュール(以下「パネル」という)に関して、

危険性を生じさせる基本的な特性等を把握することができた九

本検証では、津波等で変形、浸水した太陽光発電システムにおける、発電機能が残存すると思われるパネル

からの出火危険等を検証したところ、破壊された太陽光パネルでも発電を継続し、出火危険があることがわか

った。

1 はじめに

平成 23年 3月 11日に発生した東日本大震災では、太

陽光発電システムのパワーコンディショナーが津波に

より浸水し、配線に付着した塩分等により絶縁が劣化し、

火災に至る事例等が報告されているヘこのことから本

検証では、太陽光発電シズテムのパネルが津波等で、変形、

浸水した場合の出火危険を検証することを目的とした。

2 検鉦期間

(1) パネルの正極及び負極端子の接触に伴う短絡状況

の観察

平成 25年 2月22日(金) 13時 00分からは時 00分

天気晴、平均気温:5. 5
0
C、湿度:42% (東京)

(2) (1)以外の実験

平成 25年 8月 28日(水)10時 00分から 17時 00分

天気:晴、平均気温 :27. 8
0
C、湿度:57% (東京)

3 検証場所

東京消防庁消防技術安全所

4 検証に使用したパネル

検証に使用したパネルの緒元・性能を表 1に、またパ

ネルの表面及ひ、裏面の外観を写真 1及び写真 2に示す。

公

称

{直

表 1 パネルの緒元・性能

名称等 公称、値等

種類 多結晶シリコン型

外形寸法(剛)
1165 (幅) X 990 (奥行)

X46 (厚さ)

質量(kg) 14.50 

最大出力 (w) 170.00 

開放電圧(V) 26. 02 

短絡電流(A) 8.60 

最大出力動作電圧 (V) 21. 36 

最大出力動作電流(A) 7.96 

*装備安全課 **成城消防署 ***西新井消防署 ****小平消防署
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写真 1 パネルの外観(表面)

写真2 パネルの外観(裏面)

5 測定機器等

実験に使用した測定機器を表 2に示す。

表2 測定機器等

測定項目 機器名称等 緒元等

佐藤商事株式会社製
分解能:lW/m2 

日射量 測定範囲:
LA-I017 

0-....-19991V/m~ 

=和電器計器製 分解能 O. lmV 

電圧 Digital multimeter 測定範囲

RD701 400mV-""-1000V 

測定範囲:

電流 YE¥V製電流電圧計 電流 0......30A

電圧 0......1000V

NEC AVIO 測定範閏:

温度 赤外線テクノロジー側製 -400C ----2000 oC 

H2640 精度 士20C

6 検証

津波等でパネルが変形及び浸水した場合を想定し、パ

ネlレを 20cmX20cm角に折りたたんだ、試験体(以下[破壊

パネノレj という)を用いた電圧測定、破壊ノぞネルを海水

(大田区京浜島一丁目 1番 4号、京浜運河にて採取)及

び水道水(検証場所にて採取)に浸した場合の電圧及び

電流測定等を実施した。また非破壊ノミネルの配線を海水

及び水道水に浸した場合の可燃性ガスの測定を実施した。
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7 実験方法

(1) 破填ノミネルの製作

津波によって破壊されたパネルを模擬的に製作するた

め、消防隊が所有する破壊器具のひとつである万能斧を

用いてパネノレを写真 3のように破壊し、更に図 1に示す

手順により写真4のようにパネルに変形を加え、破壊パ

ネルを製作した。

③山折り

切断

①山折り

20cm 

図 1 破壊パネルの製作手JI国

写真 3 破壊途中のパネル

写真4 破壊1'¥ネル

(2) 破壊ノミネルの電圧測定

破壊ノミネルの発電の有無を確認するため、破壊ノfネノレ



から露出しているアルミニウム製電極の正極及び負極聞

の開放電圧測定を実施した。(写真 5参照)

写真5 太陽光パネルの開放電圧測定(乾燥状態)

(3) 破壊ノぐネルの発熱測定

津波により流され、放置された状態における破壊パネ

ルの発熱の有無を確認するため、破壊パネルを海水に浸

して引き揚げた状態、水道水に浸して引き揚げた状態及

び乾燥した状態において直射日光中に 5時開放置してパ

ネル表面の温度測定を実施した。(写真 6，写真 7参照)

写真6 発熱測定

写真7 放置 した破壊パネル

(4) 非破壊ノ号ネルの水没に伴うガス発生量測定

パネルが津波により変形することなく海水に流出した

場合を想定し、非破壊パネルの出力ケーブルの端子を海

水及び水道水にそれぞれ浸し、回路を形成した。この時、
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出力ケーブルの負極側に気体が発生したことから、水上

置換法により気体の発生琵:を測定した。(図 2，写真 8か

ら写真 11参照)

j --r ， ~ I寸

太陽光ノぐネル

図2 実験設定図

写真 8 実験設定(全体)

写真9 実験設定(配線部)

写真 10 ガス発生状況

(出力ケーブルの端子を浸した状況)



写真 11 水上置換法による採取

(5) 非破壊ノミネルの出力端子短絡に伴う電圧、電流測定

及びスパークの発生状況の観察

発電中の非破填ノぐネルの正極及び負極端子を同時に同

じ鋼管に接触させ、短絡させた場合の電圧、電流及びス

ノミークの発生状況を観察 した。

7 結果及び考察

(1) 破壊ノξネルの電圧測定

破壊ノξネルから露出しているアルミニウム製電極聞の

電圧を測定した。その結果、 電極の開放電圧は最大で約

lVを示し、太陽光ノミネルを 20cmX20cm角に破壊した後

でも電池としての性能は維持しており、僅かではあるが

発電を継続していることが確認できた。(表 3参照)なお、

本検証は津波によって破壊されたパネルを模擬的に製作

するため切断個所及び測定箇所にあっては随意としたこ

とから、切断個所及び測定箇所を変更した場合は、数値

が異なる可能性がある。

表3 破壊パネルにおける開放電圧

日射強度(IV/m2) I 開放電圧 (V)

破壊ノぐネル 694 1.004 

※ 非破壊ノ〈ネノレの公称開放電圧は 26.02V

(2) 破壊パネルの発熱演IJ定

海水に浸して引き上げた破壊ノぐネル、水道水に浸して

引き上げた破壊ノミネル及び乾燥した状態の破壊パネルの

3種類のパネルに対して、実験開始前と 5時間放置後の

表面温度を赤外線カメラで測定した。結果を写真 12及び

写真 13に示す。パネル表面温度は、太陽熱の増減に伴っ

て推移し、破壊に伴う著しいパネノレ表面の温度上昇は確

認できなかった。今回の実験では、どのパネルにおいて

もパネノレ本体が著しい発熱をすることはなかった。
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写真 12 実験前のパネルの表面温度

写真 13 5時間経過後のパネルの表面温度

(3) 非破壊ノぐネルの水没に伴うガス発生量測定実験結果

を表4に示す。

表4 非破壊パネルの水道水及び海水中における

電圧、電流及びガス発生量

ガス

ミ
電極間

日射強度 電流
発生量距離

(W/m2) 
電圧 (V)

(A) 
(mQ/mi.n) (mm) 

水

道 23 3 X 10-2 O. 2 

海水
10 694 

22 1.5 4.0 

*-
回

図 2に示す回路を流れる電流は、海水の方が水道水

よりも 50倍も多い結果が得られた。なお、水道水で、あ

っても電極間距離が 10mmの場合には 30mAの電流が流

れることがわかった。

また気体発生量は海水の方が水道水よりも 20倍多く

発生した。水中であることから、電解質が多量に混入

しており、主に w及び Na+等の陽イオン、 C1 及び OH-

等の陰イオンが存在している。陽極である配線に Cuが

使用されていること、イオン化傾向及び電気陰性度を

鑑みると、本気体は海水中の水が電気分解されること

によって負極に発生する水素が主で、あると推測できる。



(4) パネルの出力端子短絡に伴う電圧、電流測定及びス

ノξークの発生状況の観察

発電中の非破壊パネルの正極及び負極端子を同時に同

じ鋼管に接触させ、電圧、電流及びスパークの発生状況

を観察した。スパークの様子を写真 14及び 15に示す。

またスパーク発生時の電流と電圧を測定すると、電圧は

24. 4V、電流は 7.9Aであった。(表 5参照)

写真 14 スパークの様子

写真 15 スパークの拡大図

表5 パネル短絡時の電圧及び電圧

電圧(V) 電流(A)

24'.4 7.9 

表6 最小着火エネルギー3)

可燃性ガス 最小着火エネルギー

(mJ) 

水素 0.02 

二硫化炭素 O. 015 

メタン 0.33 

エタン O. 42 

プロパン O. 30 

ヘキサン 0.95 

エチレン 0.96 

メタノール 0.21 

ベンゼン O. 76 

アセチレン 0.03 
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表 6に代表的な可燃性ガスの最小着火エネルギーを

示す。水素の最小着火エネノレギーは O.02mJであり十分

に小さいことから、パネルの配線の接触によりスパーク

が生じると水素等の可燃性ガスがそこに存在すれば燃

焼し、火災に発展する可能性がある。

8 まとめ

(1) 万能斧によって 20cmX20cmに破壊された太陽光パ

ネルで、も、僅かではあるが発電を継続することがわかっ

た。

(2) 海水に浸して引き上げた破壊ノξネル、水道水に浸し

て引き上げた破壊パネル及び乾燥した状態の破壊パネル

を5時間放置した結果、 3種類のパネルともパネル表面

の温度上昇は確認できなかった。

(3) 水中で、パネルが発電すると、電気分解により水素を

発生する可能性がある。

(4) パネルの配線の接触により生じる激しいスパークは、

水素等の可燃性ガスを燃焼させるエネルギーを持つ。

9 おわりに

太陽光発電システムは再生可能エネルギーのひとつと

して今後も増加が見込まれている。 震災等の災害が発生

した場合には、どのように破壊されたパネルの発電を停

止させ、火災の発生危険を減少させるのかが、今後の課

題である。
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Abstract 

In 2012 fiscal yeay， the aim of this study was a grasp of the risk and risk avoidance measures during 

the firefighting to building fire with solar power generation systems. As a result， we understood basic 

characteristic to cause the risk in relation to multiple solar cells and a piece of solar cel1 module. 

In this study， we recognized that panels with remaining power generation function by deformed and/or 

inundated solar power generation systems caused by tsunami take the risk of outbreak of fire， and we 

real ized that destroyed solar cel1 panels continue power generation， and they cause outbreak of fire. 

* Equipment Safety Section * * Seijyo Fire Station * * *Nishiarai Fire Station 

* * * * Koda ira Fire Stat ion 




